令和元年度　第１回大阪府青少年健全育成審議会　議事概要
■日　時　　令和元年11月28日（木）14時～16時
■場　所　　大阪日本赤十字会館3階　302会議室
■出席者　　磯野委員、伊藤委員、うるま委員、江口委員、大久保委員、角野委員（会長）、笹川委員、白砂委員、園田委員、田尻委員、中谷委員、中野委員、八山委員、福田委員、茂木委員、幸委員　（五十音順）
■内　容
事務局　　ただいまより令和元年度第1回大阪府青少年健全育成審議会を開催いたします。それでは、開会にあたりまして、危機管理監からご挨拶を申し上げます。
危機管理監　第1回大阪府青少年健全育成審議会の開催にあたりまして、一言ご挨拶を申し上げます。委員の先生方には大変お忙しい中ご出席を賜り、誠にありがとうございます。また、日頃から青少年の健全育成にご尽力をいただいておりますことに改めてお礼を申し上げます。
さて、先日、大阪の小学生が栃木県で保護されるという事件がございましたが、ＳＮＳを通じて面識のない大人と青少年が簡単に知り合うことができ、そこから被害やトラブルに巻き込まれる事例が後を絶たないといった状況でございます。青少年が被害に遭わないよう、府をはじめ教育委員会や府警察、市町村、関係団体の皆様と連携し、様々な機会を捉えて、注意喚起や教育啓発に努めておりますが、警察庁の資料によりますとＳＮＳに起因する被害児童数は依然として増加傾向にあるということでございます。
このような状況を踏まえまして、昨年度、本審議会に、ＳＮＳ等に起因する青少年の性的搾取等の対応について特別部会を設置し、ご議論をいただきました。昨年11月には被害が増加している自画撮り被害について、提言を取りまとめていただきまして、この提言をもとに、青少年に児童ポルノを要求する行為を規制する条例改正を行いますとともに、関係機関と連携した教育啓発を実施しているところでございます。また、今年度は継続審議となっておりました事項につきまして、特別部会にてご議論をいただき、本日ご報告をいただくこととなっております。ご尽力をいただきました部会長はじめ各委員の皆様方には、精力的にご審議いただきましたことを、この場をお借り申し上げまして、心からお礼を申し上げます。
最後に審議会の皆様には、何とぞ忌憚のないご意見をいただきますようお願い申し上げまして、開会に当たりましてのご挨拶とさせていただきます。今日はどうぞよろしくお願いを申し上げます。
事務局　　本審議会委員総数25名のうち、本日過半数の委員がご出席でございますので、大阪府青少年健全育成審議会規則第5条第2項の規定により、会議が成立しておりますことをご報告申し上げます。本審議会につきましては、平成23年6月28日の審議会の決定通り、原則公開といたしまして、審議内容に個人情報等を取り扱います場合については非公開という形にさせていただきます。本日出席の委員の皆様のご紹介は、時間の都合上、お配りしております委員名簿および配席表にて変えさせていただきます。なお、今回より一部委員の変更がございまして、笹川委員、中野委員、うるま委員、中谷委員。田近委員、江口委員、幸委員の以上7名の委員に新たに審議会に加わっていただいております。どうぞよろしくお願いいたします。
会　長　それでは、みなさまのご協力を得ながら審議会を運営してまいります。いろんな疑問点、ご意見をそれぞれの立場から頂戴したいと思います。昨年6月に開催しました審議会において、大阪府より青少年を取り巻く有害環境への対応として、コミュニティサイト等に起因した青少年の性的搾取等への対応についての問題提起を受けました。専門的な立場から集中的に議論するために特別部会を設置し、昨年の11月の特別部会からの報告をもとに当審議会としての提言をまとめたところでございます。その報告書において、継続審議となっていた事項について、今年度も引き続き特別部会にて審議をいただきました。本日は特別部会において審議の結果をご報告いただき、その報告をもとに、当審議会としての提言にまとめたいと思います。それでは早速でございますが、特別部会の部会長からご説明をお願いいたします。
部会長　よろしくお願いします。資料の1－2をご覧ください。特別部会では、過去から現在までの経緯、そしてそれを踏まえた上で、新たな問題について議論しました。本日は、まず事務局の方から経緯について簡単に説明していただいて、特別部会の議論について、私の方からご説明します。
事務局　　資料の1－1と1－2にて背景や審議の経過について説明
部会長　それでは私の方から特別部会の審議内容についてご説明いたします。一番上の審議会の提言状況の表にa～fと類型がありますけれども、この類型aとbについては、もうすでに条例化が済んでいますので、類型c,d,e,fについての要求行為をどうするかが特別部会の議論のテーマでありました。
実際には、最近また問題になりましたように、ＳＮＳに起因した被害児童が増えているわけですけれども、〈想定される被害ケース〉のような被害が現実に生じており、こういうものをどうするのかが一番の目的です。これに至る前段階として、先ほどの類型a～fまでのような行為も取り締まってはどうかっていうことであります。具体的には類型c,d,e,fについて要求行為を取り締まるべきかどうかについて、特別部会の方で審議いたしました。
その結果ですが、まず類型cは児童ポルノに該当しないような性的な画像例えば下着姿であるとか、ちょっと性的なポーズを取ったような写真とかを要求する行為そのものですが、これは類型a,bの直接児童ポルノと判断されるような画像の要求行為の前段階で行われる行為と位置付けることができます。例えばＳＮＳで知り合って、君のかわいい写真を送って欲しいとか申し向けて、裸ではないけれども性的な画像を送らせる、児童ポルノではないけれども。で、エスカレートして、ゆくゆくは児童ポルノに発展する危険性がある要求行為どうするか。類型cは、類型a,bの前段階で行われること多いんですが、もうすでに類型a,bについては条例で禁止していますので、一定の抑止効果があるんではないかということで、要求行為については、見送るという結論になっております。
それから、類型dは児童買春、淫行、類型eはデート援助交際、これらのＳＮＳでのやりとりは、実際に児童買春とかの約束を取り付ける行為の予備行為と呼ぶわけですが、要求行為と被害が直接結びつく類型a,bとは異なって、実際にはその区別が非常に難しい。そこで、こういうものを規制することについては適切ではないのではないかというのが特別部会の結論であります。
類型fは、使用済みの古物ですけれども、使用済み下着についてはすでに条例で規制されております。例えば、スニーカーとか体操服とか女子高校生の制服とかが入ってくると思われますけれども、下着以外の古物については、普通に売買されているわけで、こういうものを区別することが果たして可能かという点で難しさがあるため、これについても規制は困難ではないかという結論に至っています。
今後の問題としまして、先ほどありましたようにＳＮＳに起因した被害児童というのは全国的にも増加傾向にあるということですので、青少年それから大人のＳＮＳ上の不適切な書き込みに対して、注意とか、警告を直接発するような取り組みが妥当かどうかについて今後も検討すべきである。それから青少年や大人に対する性被害の防止に向けたメッセージを発信して、啓蒙活動を充実させ、社会全体でこういう問題に取り組むことが大切ではないか、というのが特別部会の結論であります。以上です。
会　長　それでは資料の左側類型c,d,e,fの取り扱いをどうするか、あわせて、さらなる啓発の推進の部分で、当然いろんなデータも出ていますから、それも含めて、疑問点等だしていただければと思います。いかがでしょうか。
あくまでも要求行為の段階でということで、規制をかけるかかけないかということでございます。先生方のそれぞれのご専門の立場からいろんな意見、お考えはあるかと思いますので、そういうあたりもお聞かせ願えればありがたいのですが、いかがでしょうか。
ＳＮＳに起因しているということで、総務大臣も事業者の方へ要請をかけるというようなことがテレビで報道されておりますので、事業者の立場からご意見いただければありがたいのですが、いかがでしょうか。
委　員　電気通信事業者協会でございますけれども、法律では、事業者に対してフィルタリングの説明・勧奨と、それからあくまでも親御さんがいらないよと言ったときは別にして、店頭でフィルタリングを設定する義務づけがなされていまして、事業者は法の義務履行ということでしっかりとやらせていただいています。
ただ、フィルタリングが万能かというと、必ずしもそうでもないわけで、リテラシーの向上策ということもやっています。例えば、出前講座、総務省・文部科学省が旗振りをしての eネットキャラバンというのもあれば、事業者が独自にやっているものもあります。ＮＴＴドコモとＫＤＤＩは割と積極的にやっていて、両社を合わせると年間で1万数千講座ぐらいやっていると思います。そういうことで、リテラシーの向上もやっています。事業者も当然やっているし、安心ネットづくり促進協議会のようなところもやっている。様々なところで、継続的にやっていくしかないんだと思うんです。
今回大阪でも事件がありましたけど、何年か前はもっと痛ましい、最悪な結果に至る事件もありました。継続してリテラシー教育とツールの整備、そういうことをやっていかざるを得ないのかなと思っております。
会　長　質問ですけれど、事業者の側から、ＳＮＳに規制や警告をかけることは、技術的には難しいのでしょうか。その辺りの見通しはいかがでしょうか。
委　員　今携帯電話事業者が利用しているそのフィルタリングというのは、フィルタリングの会社がございまして、非常に厳しく入念に、繰り返し、チェックしている結果を踏まえてフィルタリングをかけています。あと、おそらく有用だろうな、力を借りないといけないんだろうなと思うのが、OS事業者レベルでのフィルタリング、コントロール、そんなところも必要じゃないかなと思います。
部会長　　今、オンラインゲームというのは問題になっていますよね。オンラインゲームについての何か規制というか対策というかはあるんですかね。
委　員　　長時間の時間の観点ですかね。時間の観点ですと、ペアレンタルコントロール。その言葉自体がしっかりとした定義はされてないと思いますけれど、要は親御さんがお子さんのスマホのネット利用時間であるとか、あるいは使用アプリ、あるいは接続先などをコントロールする機能です。そういうペアレンタルコントロールを用いて、長時間にわたる利用をしない、あるいは夜は何時から何時までの間しか使えないようにするとか、そのような管理方法、コントロール方法はあると思います。
部会長　　16歳ならば何時間とか13歳ならば何時間というようになっているのですか。
委　員　　それは親子でお話をいただいて、ルール作り、決めていただければいいんじゃないでしょうかね。
部会長　　オンラインゲームのようなものもフィルタリングできるんですかね。
委　員　　私も詳しくはございませんけれど、時間はしっかりと制限かけられます。
部会長　　私の意見ですけども、時間制限しても、今までのゲームというのはスイッチを切ったらそれでもうゲームは進行が止まっていたが、オンラインゲームというのはスイッチ切っても、オンラインの方では時間がどんどん進行しているんですよね。子どもたちは気になって仕方がないんですよ。だから時間制限してもあまり効果がないんじゃないかと思うんですけどね。それで見知らぬ人がオンラインで繋がって、お互いにチームを組んで戦ったりするわけです。全く知らない人が自分のことを助けてくれたりとか、いろんなアイテムを自分にくれたりして、そこで信頼関係が出来てしまうんですよね。ダイレクトメールも可能ですから、ゲームの中で私を助けてくれたということで、本当に信頼してしまう。その人が会いましょうとかいうと、会ったりする。この間の大阪の事件がそうかはわかりませんけれど、そういうケースで誘われて行くというのは、結構あると聞いています。
フィルタリングは、要するに有害情報をカットするということなんだけれど、これからどんどん子どもたちの目はオンラインゲームの方に移っていっているので。もっと根本的に対策を考える必要があるんじゃないかと思っています。
委　員　　根本的な対策、一言でいうとリテラシーという言葉になってしまうのかもしれませんけど、賢く使おうよねというリテラシーの向上を、子どもだけじゃなくて、親子、家庭あるいは学校、全体として取り組まなければいけないと思います。ツール上の世界じゃなくて心の問題と言いますか、インターネットがないときにもいろいろ当然あった話だと思いますし。
部会長　　リテラシー教育というのは、保護者対象にもやられているわけですか。
委　員　　そういうのもございます。
部会長　　一番問題なのは保護者だと思います。年齢も、小学校の3年生・4年生ぐらいまでは、親に対して絶対な信頼を持っている時期だと思うんです。そういう時期に親がしっかりした考えを持ってしっかりと子どもに教える、それ以上は思春期になると子どもは親に反発してきますから、あとはもう親は見守るしかないと思います。そうなるまでにしっかりと教育する、しつけるという、それが大事なんじゃないかと。だから何よりも親がしっかりとした考えというか思想を持って、子どもが親を全面的に信頼している時期には本当に監視と言ってもいいぐらいだと思います。監視する。そして思春期になって、ある程度自我が芽生え、自分で判断できるときに子どもをデジタルの世界にどうやって送り出すか。そのときにどうやって自立心をつけるかっていう小学校の３、４年までが勝負だと思うわけです。
会　長　親、教育、という言葉が出てきております。ニュースなんかをみると、Twitterからダイレクトメールに変わって、そこで要求行為が具体的に行われて、加害者側が近くまで会いに来たというような流れで栃木県まで行っちゃったということなんですよね。本日ご出席の皆様方は、当然保護者の方たくさんいらっしゃいますし、ＰＴＡも学校関係もご出席いただいていますので、ひとことお考え、ご意見をいただければと思うんですが、一言お願いいたします。
委　員　　大阪府ＰＴＡ協議会でございます、よろしくお願いいたします。大きく2点お伝えできればなと思っております。もともとの話から論点ずれているかもしれないんですけども、スマホや青少年健全育成というところでは、ＰＴＡとしても、各地区各市町村、各学校レベルで個々でその問題を出して、その年度に応じてやっていることは違うかもしれませんが、スマホの問題や例えば、人権とかも含めていろいろと取り組みはしております。その中で、親並びに学校の教職員の皆様にも勉強していただくっていうところでそれぞれ動いています。先ほどもお話がずっと出ていたと思うんですが、継続してやっていくのが必要かなと思っております。
２点目は親から離れるかもしれないですが、私はＩＴの関係の仕事をしておりまして、ＩＴの進歩は正直とめられないところはあると思っています。となると、我々親の立場で子どもにこうしなさい、ああしなさいっていうのは過去の話であって、今正直子どもたちの方がITのことにすごく詳しい。親自身も、私の意見が正しいと思うだけではなく、子どもたちは今どういうことをしているんだっていう、子どもたちに教えてもらうっていう立場にも立ってみて、やっていかなければならないんじゃないかなと。私からは以上です。
会　長　ありがとうございます。子どもたちの方がＳＮＳにアクセスしている時間が当然どんどん上がっていくわけで、日々トレーニングされています。先を走っている仲間から全部口頭で伝えられていき即吸収していくという、そういう状況にあるかと思いますが、学校現場の方も大変これについては危機感を持っていまして、先日知事のほうが教育庁の方からメッセージを発するということをテレビで報道されておりました。こういうのが1人いるということで、今日府立高校の校長先生である委員がいらっしゃっておりますので、ちょっとご意見をいただきたいと思います。
委　員　　今お話いただいたように、私今日ここへ来る前に、大阪府教育庁の方から、会長がお示しいただいた、ＳＮＳの危険性について知りましょうという、小中高校生どのレベルの子どもたちが見てもわかるようにルビも振っておりますしわかりやすい文言で書かれているリーフレットが電子メールで送られてきました。
私は高等学校におりますが、今まで私たちが想像していなかった範囲にまで今スマホであるとか、高校生・中学生・小学生を取り巻く環境っていうのが本当にすごいスピードで変わっているなっていうのは感じるところです。
先ほど大阪府ＰＴＡ協議会の委員からお話ありましたけども、家庭だけが、保護者だけが指導ができるか、学校だけが頑張れるかっていうふうに考えますと、やっぱそれぞれで限界がありますから、お互いが同じ目線で同じ方向を向いて子どもたちと接していかなければいけないなと思っていますし、小さいときから、親子で話のできる関係性をしっかり築いていかないといけません。そういう関係性の中で指導していくっていうことが重要じゃないかなっていうふうに思います。
それから、こういったリーフレットを使って、子どもたちにいろんなことを指導していくわけですけども、授業の中で触れるのはとっても難しいといいますか、やらなければいけないことは山積しておりますので、それを扱う時間を考えますと、小学校では特活とか、中高であれば、探究の時間であるとか、ロングホームルームのあたりで扱いながら、それから先ほどもありましたけども、事業者さんをお呼びして、保護者もそうですけども、特に先生方、生徒に向けて、事業者さんの生の声で、実際にこんなことがありましたよというちょっと危機感を覚えるような表現を使っていただいて、ご説明いただくということで、学校としては大変ありがたいと思っております。ただ、それが継続して子どもたちの中にずっと残っているかっていうと、なかなかちょっと厳しいなという場面も感じることがあります。学校の中でも、スマホの持ち込みが一切駄目という学校もありますし、授業以外であれば使っていいよと言うところもありますし、授業中に活用してもいいよ、辞書代わりに使ってもいいよという学校も様々あります。仮に授業中使ってはいけないよということでやっているとしても、授業が終わればすぐ廊下に出て、スマホをバーッといじったり。そういう生徒が多くて困っているという学校もあるように聞いています。ですからその辺の、子どもたちの意識をどういうふうに教育の中で、変えていけるのか、植え付けていけるのかっていうところはこれから継続してやっていかないといけないところかなと思っています。
この間ちょっと驚いたのは、性的搾取の仲介に女子高生が関わっているっていうようなニュースを見まして。非常に驚きました。子どもたちは、簡単に人と人を繋ぐツールとしてＳＮＳを使っています。小学生が栃木まで行ってという事件もありましたけども、本当にその人の心をくすぐるといいますか、衝動に駆られるというか、動かざるを得ないような巧みな方法で、どんどん子どもたちに向かって発信されていることを感じて残念に思っているところです。
会　長　ありがとうございます。私も長年教育の世界にいたので、なぜ子どもたちはこうなったのかなというのはすごく思っています。大阪府では平成18年の4月以降、小学生はみんな防犯ブザーをつけました。だから、子ども達は不審者対応防犯ブザーをぶら下げている世代で、「いかのおすし」という言葉に反応する世代なんですよね。ところが、このＳＮＳになってしまうと、閉じたツイッターが開かれて、その後、ダイレクトメールになっていく。どういうふうな心理でそこへ行くのか、もう片一方、そこの心理に入ってくる犯罪者側の心理って何だろうというのは大変不思議思っております。なぜ子どもたちはそういうところへついて行くのだろうと大変不思議に思っており、専門と少しずれるかもしれないのですが、犯罪心理の観点から、ご意見ただけないでしょうか。
委　員　人はあらゆる機会を使ってそこから逸脱するというふうなところがあると思うので、いろんな場面で私達はその犯罪行為というものに触れることになると思うんです。ただこういった新しいＳＮＳやインターネットというのは、まだまだ隙があるのでその隙を使ってそういった犯罪行為が発生するのだと思います。
今おっしゃっておられた中で少し思い出したのが、ネット依存の話がまた注目されてきていますけれども、インターネットは依存性みたいな要素が確かにあるのかもしれないので、その部分をどう考えていくかも必要なのかなと思います。そのあたりはリテラシーの問題であると思うので、リテラシー教育が必要だと思うんですが、一方で、あらゆる機会で起こってくるこの性的搾取、ネットリテラシーについては、どんどん更新されていくので、なかなか我々も付いていけないところがあって、むしろ子どもの方がよく知っているんだけども、我々大人や社会ができることはそこを整備していくのと同時に、性的搾取って何なのかを子どもとしっかり話し合っていくことが重要だと思っています。
今回、想定される被害ケースの３つ目に、本人の興味で被害に遭ったというケースが上がっているのが大変重要だと思っているんですけども、本人自身が自由な意思に基づいて主体的な行為者としてやったということが、実は被害になっているということを、どう子どもに理解できるように伝えていくかが課題です。どんなにいろんな仕組みとかシステムとかＩＴが進んだとしても、昔から持っている我々のその性的なものに対してどう向き合うのが正しいかという、その感覚が活かせる部分だと思うので、この部分はどう捉えていくか、社会として性的搾取って何なのか、それがどういう意味を持っているのかっていうところを、どんなふうに子どもに伝えていけるかというのは、難しいけれども大事だと思っています。
会　長　ありがとうございます。青少年が被害に遭う事案について、どう対応するかということでずっとこの審議会特別部会等で議論を重ねてきたわけですけれど、当然条例改正による規制も必要ですが、行き着くところは全部教育だとなっちゃうんですよね。そのときに大変矛盾が生じるのは、被害を受けるのは子どもであって、なぜ子どものほうに教育をするのかということです。やっている加害者の側、大人に対しては何もしないでいいのか。学校現場はいろんな立場の子ども、いろんな精神年齢の子どもが居るため、このクラスでは絶対にできないっていうクラスも当然あったりします。子どもたちに賢くスマートフォンに付き合えるというような教育も必要ですけれど、大人に対して我々はどうしていくか。当然規制はしますけれど、警告を発するとか何かできるのかなと。学校の先生はものすごいジレンマに陥っていると思います。
ニュースで公的な職務についている人が、加害者でよく捕まっている事案が結構ありますよね。みなさん当然大人ですので様々な立場からで結構ですので、そういうことも含めて、何かご意見いただけないでしょうか。こども若者支援の立場、直接関係ないのかもわかりませんが、いかがでしょうか。
委　員　　私自身の現場に照らしてこの問題を考えたときに、大人の側の問題の行為を取り締まるっていうことと同時に、何故その子どもや若者たちがこういう危険な情報にアクセスするのかっていう背景ですね。私達が実際関わっている若者たちの背景を見ると、現実社会に居場所がなかったり、他者との信頼関係を取りづらい環境の中に置かれている子たちが、全員とは言いませんけれども、ＳＮＳとか出会い系サイトのようなところで人との出会いやふれあいを求めるっていうことはよく見られるケースです。
実際に関わっているケースでも、性的な行為について自分自身がどんな思いでそこに至るのかっていうことを「私にとっては自傷行為、リストカットすることと同じだと思っている」って言った子が居ます。実際その子たちの家庭の環境とか背景には、なかなか親御さん自身が非常にしんどい状況に置かれていたり、貧困であるとか、ネグレクト、虐待も含めて家庭にも頼れる状況ではないという子たちも多くいるということが現状としてあるかと思います。
ですので、支援事業やっている現場の立場としては、いかに現実社会に子どもたち、若者たちの居場所を作っていくのかとか、大人も含めた地域の人たちとの関係性を取り戻すとか、そういった機会をどうやって作っていくかっていうことも、これは多分私たちだけではなくて、学校と連携するとか、いろんなところと連携しながら、セクターを問わずそういった機会や場所を作っていくことに取り組まないといけないなと、そういう感想を持っています。
会　長　もともと日本の教育は、いろんな問題点は学校でやってもらう、子どもが外で非行を繰り返せば、全て学校に電話がかかってくるというものなんですよね。この青少年問題が大きくクローズアップされたのは1980年代だと思います。これ学校が荒れていた時期です。中学校が荒れ、学校の割れていないガラスが1枚もないというのが1980年代、青少年健全育成条例が出てきたのが昭和50年代で、時期を同じくしている。
だから、学校と家庭が「ともに」と言うなら、両方とも一緒にやらなければならない。大阪府全域で、小中高校生にそういう教育が家庭でも学校でもなされるように、知事や大阪市長がなにかを発信してほしいということをすごく感じたところでございます。他に意見ございませんか。
委　員　　精神科医をやっております。思春期精神医学が専門です。
一般に繰り返される行動には必ず本人にとってのメリットがあるはずです。他者の行動を変えるには、その行動によるメリットが何なのかを把握しておく必要があります。関与する子どもたちの側のメリットを考えておかないと、有効の対策が立てられないだろうということです。リテラシー教育はもちろん必要ですけれども、本当にリテラシー教育っていうのが有効なのか、というのも考えておかないといけないというのが一つです。
それと、我々の診ている子どもたちで、この手の問題に巻き込まれる子には、大きくは三つパターンがあるように思えいます。一つは承認欲求です。例えばＴｉｋＴｏｋとかインスタに動画をあげて、いいね押してもらうとかっていうような形の承認を得る。女の子だったらば、当然性的なものを提示していくことによって承認欲求を得やすいということがあります。
もう一つ、先ほどおっしゃっていた愛着問題があります。他者との関係の問題ですね。また、学校の教育をそのままちゃんと受け取ってそのように行動するような子たちっていうのは、わりと安心。むしろ家庭的な問題を持っているとか、貧困の問題を持っているような、そういうご家庭の方が、子どもたちが逸脱行為を起こしやすいと思われます。大学に行くのに奨学金を得て、それを返さないといけないから風俗に行っている子が居ますけれども、貧困の問題も抜きにはできない。この三つ、愛着と承認欲求、貧困の問題っていうのは非常に大きい問題かなと思っています。
ただ、これらの問題は大きすぎるので、すぐにどうこうはできないんですけども、青少年の問題を考えるときにもう一つ重要なポイントがあって、それは衝動性です。18歳未満ということは、前頭前野の成長が十分発達していないということで、衝動がコントロールできない。つまり情報としては正しい情報を持っていても、それを行動にまで移せない。
非常に面白い研究あって、サイバーブリング（ネット上のいじめ）が非常に問題になっているんですけどあまり有効な手立てがない、学校でもなかなかコントロールできない。そこでＳＮＳとかに誰かに中傷するような言葉を書き込もうとしたときに、自動的にウィンドウが開いて、「その言葉は相手を傷つける可能性があるけどそれを投稿しますか？」というメッセージが出るっていうソフトを16歳だったかの女の子が作ったんです。それによってサイバーブリングがその地域で非常に低下したということがあります。子どもたちの衝動性をどこで押さえるかっていうことを考えれば、現実的な対策も違う視点から考えられるんじゃないかなと思っておりました。
会　長　ありがとうございます。他それぞれの立場から、なにかございませんか。それでは資料の右側について、事務局の方から説明お願いいたします。
事務局　　資料1-2右側（3.淫らな性行為及びわいせつな行為の禁止について）を説明
部会長　特別部会の議論についてご説明したいと思います。だいたい、特に性の問題、子どもや未成年の性の問題についてはいろんな考え方があって、特別部会でも委員の間で大きく意見がわかれる議論もありました。立法作業というのは妥協の産物であるとよく言われますけれども、あくまでもここに書いてあることは委員全員の100％の一致ということではなく、いろんな考え方のある中でそれぞれが歩み寄って擦り寄って、こういう方向でいったらどうかなと、いわば一つの妥協点のようなものだとご理解いただければと思います。
まず問題になったのは、規制の範囲どうするかということなんですが、大阪の条例は昭和59年にできたわけですが、その頃はもちろんインターネットもないしＳＮＳもない。その後でＳＮＳのやりとりを端緒に性被害に発展するケースというのが出てきている。これが大きな問題になっているわけですね。青少年の自律や自己決定権を尊重するあまり、介入が手遅れになるとか、介入が手薄になって取り返しのつかないことになってはいけないと、このあたりは大方、委員の間でも一致しています。
先ほどありましたページ左側の、想定される被害ケース1、2のように、行為者が威迫し欺き困惑させるような手段を用いていなくても、青少年が拒否できないような状況、困惑状態のもとで行われる性行為等、こういうものを実際に処罰するのはかなり難しいケースが多いので、こういうものを規制の対象とすべきだという意見がありました。
それから同じく想定されるケース3のようなケースで、青少年が働きかけて性行為等に至った場合は処罰すべきでないという意見もあったんですが、これらについても青少年に正しい性意識を持たせる観点から対象とすべきだという意見が多勢を占めました。児童買春の法律が制定されたのもそういう観点からで、現実の事件では児童の方から積極的に働きかけて買春を持ち掛けた場合であっても、そういうものを買う方が悪いんだというのがこの法律を貫いている一つの考え方です。拡張するような意見ということで、特別部会の中の多数を占めております。方向としては、現在よりも規制の網をもう少し広げたほうがいいのではないかというのが大まかな考え方の方向と言えるかと思います。
問題は、構成要件、つまり条文の具体的な形をどういうふうにすべきかですが、もちろん最終的には府庁のしかるべき部署で具体的な条文化への作業が行われるわけですが、刑罰法規である以上は、当然明確化の原則を無視することはできないわけです。刑罰権の乱用を防ぐ、コントロールをしっかりするために、条文の構成、言葉遣いももちろん構造自体も明確でなければならない。他方で、あまり明確化して厳格にすると、今度は逆に処罰範囲が狭くなったり、立証のために被害に遭った青少年の供述を取ったり、場合によっては法廷に呼び出したりとか、負担を強いることはないような配慮も必要ではないかという意見が強くありました。
それからもう一つの考え方としては、刑法に準強制わいせつ罪というのがあります。これは抗拒不能に乗じてという、例えば薬物とかアルコールとか、あるいは心理的な抗拒不能というのも、判例では認められているんですが、抵抗困難な状況に乗じてわいせつ行為、性交行為をやるとか、そういうものが昔でいう強姦罪、強制わいせつに準ずる形で処罰されているわけですが、この条例でも同じように「抗拒不能」ではなくて「抗拒困難に乗じて」性行為をした場合を処罰してはどうかという意見もありました。抗拒というのは抵抗ということなんですけれども、相手からの働きかけに抵抗する態様と受け止められるため、逆にこの適用範囲が狭く解釈されてしまうのではないか。したがって、あまり適当ではないという意見もありました。
それから、「青少年の心身の未成熟に乗じて」行う性的な行為を規制してはという意見もありましたが、そもそも「青少年の心身の未成熟」というのは一体どういう状態であるのかということについて必ずしも明確ではないと、それから「未成熟に乗じて」となると、故意犯ですから、行為者が未成熟であると認識していることが必要になってくるわけですが、そうなると立証が困難になるんではないかという意見もありました。
そして最終的に、昭和60年の最高裁判決をベースにおいて、規制範囲を最高裁判決のイメージしているものを基本にする方向で条例改正をしてはどうかと。最高裁判決については昭和60年からだいぶ時間が経っているので、事例もそれなりに積み上がっているということで、輪郭が割とはっきりしているんじゃないかという意見であります。結論としては、青少年の未成熟さを考慮して、青少年を性的欲望の対象として扱っているような事例にまで規制の範囲を広げて、「淫行」については60年の最高裁判決に準じるような形で、構成要件を現在よりも若干緩和したような形で規制すればどうかという意見であります。
それからもう一つ大事なことは、国に対する法規制の働きかけです。ご承知のように、2017年に刑法の性犯罪規定が大きく改正されました。昔は強姦と言っていたのですが、それが強制性交になり、被害者は、強姦は女性に限られていたんですが、強制性交と変わって男性も被害者になると。法定刑も前は3年だったのが、最低5年になり、大きく変わったわけです。威迫、欺き等の手段を用いて性的な罪を犯すという行為も、条例で処罰されている。ところが条例というのは罰則を設けるのが最高2年までですから、この威迫とは具体的には、例えば自分は暴力団員だと言って性行為するとか、あるいは入れ墨をちらつかせて性交するとかが、想定されているんですけれども、青少年に対してそういう行為をして性行為すると、2年までの法定刑でしか処罰できない、これはおかしいんじゃないかということなんです。
だからこれをもっと一本化して、刑法の中に入れて、例えば3年以上の懲役ということでもっと重く処罰してもいいんじゃないかという意見も出ておりました。2017年の改正のときには、改正後3年を目途にもう一度見直すと国会で付帯決議がありまして、現にそこの中にそういう条文が書かれています。3年目というちょうど来年になりますので、国のほうにも積極的に性犯罪全体について刑法だけではなく、児童買春の規定、児童福祉法の規定、それから条例の規定、それらを総合的に見直すように働きかけていくべきだという意見は一致しております。例えば児童福祉法の中にも淫行罪というのがあります。これは36条の1項4号でしたかね。そこで児童に対する淫行行為が処罰されているんですけれど、法的には10年なんです。結構重い犯罪です。ところが、児童買春罪というのは買春行為というのは、法定刑5年、上限が5年なんです。つまり、児童と淫行するときにお金払えば、刑は軽くなるというようなおかしな状況になっているんです。全体を見直すべき時期に来ておるんではないかと思うわけです。
この最高裁の昭和60年判決のときの状況としては、性犯罪とは性的自由に対する罪という見方が強かったんです。性的自由に対する罪というのは、いつ誰とどんな性的関係を結ぶかというのは本人の自由であると、性犯罪というのはそれを犯すことが犯罪なんだと、こういう見方が強かった。現在では性的尊厳を侵す罪だというふうに変わってきています。というのは、実際には、児童に対する性犯罪というのはものすごく多い。統計を見ますと、13歳未満の被害者は、表に出ている数だけでだいたい年間700～800人いるんです。そのうちの5歳未満の被害者、児童の被害者というのが、毎年数十人います。生後数か月の乳児に対する強制わいせつというものもあるのですが、性的自由に対する罪という形でそれを捉えると、その本質が見えてこないんですよね。生後数か月の赤ちゃんに性的自由があるかというと、そんなものないわけですよ。被告人の側は、この性的自由を侵害してないと言うようなことを答弁で言ったりするわけで、もちろんそういうものは認められないんですが、もっと正面から性的尊厳、人間としての尊厳を害する罪と正面から求めた方が、犯罪の本質というものを的確に捉えることができるんではないかと思うわけです。
昭和60年の最高裁のときは、性的自由に対する罪ということで淫行の処罰、淫行の合憲性という判断が出てきているわけですけれども、性的尊厳に対する罪という形で見て、もう一度この最高裁判決を見直すべきではないかという意見もありました。そのような観点から、この際、性犯罪に関しては非常に複雑な規定になっていますから、刑法が見直されたことをきっかけにして、性犯罪に対する全体を見直すべきではないか、そういう時期に来ているのではということで、積極的に国の方にアピールしていただきたいというのが特別部会での意見です。
それから、先ほど委員から貴重なご意見いただきましたが、私も基本的に同じような考えなんです。この場にいらっしゃる委員の先生方についても、ＳＮＳについていろんな考えをお持ちだと思います。一般的にＳＮＳというと、害の方ばっかり強調されがちですけれども、例えばゲームをやっていたがために自殺せずに済んだと言う子どもも結構いるんですよね。私の知り合いの子どもさんにもおられて、中学不登校になって、ずっと朝から晩までゲームやって、今もう立ち直っているんですけど、その彼に聞くと、ゲームがあったおかげで死なずに済んだと。そういう子どももいるんですよね。だからそういうものを踏まえて、社会としてＳＮＳについてどう向き合っていくかが大事ではないかと思います。規制ばかりするのでは、必ずしも本質の解決にはならないんではないかという気がします。以上です。
会　長　今のご説明に対して、質問がある方はいらっしゃいますか。
委　員　　質問ですけども、他の都道府県に比べて検挙が少ないというところで、この②がないことによってどれほど差があるのかは、データがあれば教えてもらいたいなと思います。本当に高いのであれば、②を加えるべきだろうという意見になりますので。
会　長　事務局の方でつかんでおりますか。
事務局　　平成29年の警察庁の統計になるんですけれども、青少年条例のみだらな性行為等での検挙件数は2件と、警察庁のデータではなっております。近隣府県で見ますと、それぞれ少しずつ条例の書き方が違うのですが、例えば京都府であれば13件、兵庫県兵庫県であれば43件となっております。
委　員　　ありがとうございます。
委　員　　補足しますと、淫行処罰の実態というのはよくわからないんです。件数は出てきていますけど、これが果たしてどんな事案であったかは、よくわからないんです。その43件とか13件とかが果たして適切に刑罰権の行使であるかどうかという判断のしようがないんです。例えば娘が彼氏と付き合っていて、一方的に振られたんで告訴したとか。そういうケースもあるように聞いています。実態がよくわからないので単純に件数だけ比較して、大阪は大変なことになっているということでもないのではないかと個人的には思っています。
会　長　他にご質問ございませんか。それでは特別部会から、構成要件の明確化に留意しつつも青少年の健全育成の観点からは青少年の未成熟さを考慮し、淫行についての昭和60年の最高裁判決に準じ、青少年を性的欲望の対象として扱っているような事例にまで規制の範囲を広げるべき、最高裁判決の②の部分まで広げるべきであるというのが部会の報告の骨子ですけれど、これについて皆さんの質問、ご意見頂戴できたらありがたいんですが、いかがでしょうか。
委　員　　規制の範囲三つ目にありますが、「青少年が働きかけて性行為に至った場合は処罰すべきでないという意見があったが、これらのケースについても青少年に正しい性意識を持たせる観点から対象とすべき」という、この「正しい性意識」とはどのようなものなのかと。人それぞれで違ってくると思うんですけれども、この正しい性意識というのはどのようなものを想定されているのかと、それを「持たせる観点から対象とすべき」というところをご説明をいただけたらありがたいなと思います。
会　長　部会長いかがでしょうか。
委　員　　ここは説明が難しいです。性に関しては、考え方は本当千差万別です。ただ言えるのは、青少年にとって将来を台無しするような、深い傷を残すような、人格を否定するような、人間としての尊厳を損なわせるようなものとしてしか扱わないような、そういうものはやはり規制すべきではないかということです。
正しい性意識というのは、要するに相手を尊重しているかどうかだろうと思いますよ。相手を人間として尊重して性的な関係を結んでいるかどうかということだろうと思いますけどね。
委　員　　ありがとうございます。本当にＬＧＢＴも性の多様性というのも難しい問題だなと思うんですけど、正しい性とか人権とか自己肯定感とかもそうだと思いますけど、それらを奪うような性的な行為は駄目だ、ということを子どもたちに教えるのはすごく理解ができます。ただ敢えて質問させていただきますが、それを持たせるために処罰の対象とすべきだっていうところをどう組み立てることができるんですか。
部会長　刑罰を使う場合、正当化の理由というのは二つあるんですよ。一つは侵害原理と呼ばれるもので、具体的に被害を与えたから処罰すると。もう一つは保護原理、つまりパターナリズム。この二つなんです。例えば、覚醒剤とか薬物の自己使用が処罰されるのは、パターナリズム。その人を保護するために処罰するんです。それが正しいかどうかは別にして、現在の法制度はそうなっている。その人を保護するために、依存にならないように、保護するために処罰、逮捕するわけです。
もう一つは他人を傷つけた物を壊した、そういう具体的な侵害を与えたから処罰する。ここで問題になっているのは、パターナリズム。青少年を保護するために処罰するという。人格を否定し、尊厳を踏みにじるような性的な関係というのは、その子どもたちが同意していなかったら刑法犯になりますし、同意していてもそれは子どもたちのために相手を処罰すると、そういう考え方です。
会　長　他にご意見ございませんか。では、条例改正につきましては、規制の範囲を広げるべきという方向性と、国に対して要望すべき、自画撮り被害以外の被害についての類型c～fにつきましては、条例化はしませんが、さらなる啓発の推進、大人に対する啓発の推進も含めて進めていく方向性で、基本的に大きな方向性の修正はございませんでしたので、今日いただいたご意見を踏まえて、私と部会長、事務局とで調整させていただいて、本審議会としての提言をまとめることで、御一任いただいてよろしいでしょうか。（異議なし）
　ありがとうございます。それでは次の議題に入ります。大阪府こども総合計画の取組状況について事務局の方から説明をお願いいたします。
事務局　　資料の2－1、2、3、4「子ども総合計画」関連の資料について説明
会　長　非常に広範囲に渡りますね。
事務局　直ちにご意見をいただくというよりも、まだ審議状況ですし、他部局関連の計画の方もまだ審議状態にありますので、いろいろご意見等ありましたら事務局の方にいただけたらと思います。実際の策定は来年令和2年の3月末に策定していきます。
会　長　ご自身と関わりのあるような施策があるという方もいらっしゃると思いますので、改めて後日個別に事務局に意見を頂くということでよろしいでしょうか。（異議なし）
それでは本日の議事については、終了といたします。事務局へお返しします。
事務局　　会長、長時間の議事の進行ありがとうございました。
それではこれをもちまして、令和元年度第1回大阪府青少年健全育成審議会を終了します。委員の皆様、長時間のご審議どうもありがとうございました。
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